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研究成果の概要（和文）：本研究は、供給網のグローバル化が進行する今日の世界経済において、供給網全体で
持続可能な資源利用と環境保全、労働基準や人権の保障を確保するために私企業やNGOが策定する基準（自主的
持続可能性基準（voluntary sustainability standards, VSS））が急増していることに着目した。そして、新
興国におけるVSSの策定と利用を促す公私協働の現状を把握し、その上でこれらの国における公私協働の強化の
方策を構想し、提案した。

研究成果の概要（英文）：This research project focused on the voluntary sustainability standards 
(VSS) which are made by private firms and/or NGOs for the purpose of securing sustainable 
utilization of natural resources, environmental protection, labor standards and human rights 
protection throughout the whole supply chains. VSS have been increasing rapidly not only in 
developed countries but also in emerging economies. This research project analyzed the 
public-private partnerships in making and diffusion of VSS in emerging economies, and made policy 
proposals to strengthen such public-private partnerships in emerging economies.  

研究分野： 国際法、国際経済法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
自主的持続可能性基準（VSS）については、これらが盛んに策定されてきた欧州を中心に研究の蓄積がある。し
かし、VSSが私企業やNGOにより策定されてきたことから、VSSの策定や普及に当たって政府が関与し、公私協働
が行われてきたことには研究の焦点が当てられてこなかった。本研究は、VSSの策定と普及における公私協働に
焦点を当て、特に新興国におけるVSSの策定と普及における公私協働の実態を明らかにしたことに学術的意義が
認められる。また、新興国におけるVSSの策定を普及を促進するための公私協働強化の方策を提案したことは、
政策論としても意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
供給網のグローバル化が進行する今日の世界経済において、供給網全体で持続可能な資

源利活用と環境保全、労働基準の遵守や人権の保障などの社会的価値実現を確保するため
に私企業や NGO が策定する基準、即ち自主的持続可能性基準（voluntary sustainability 
standards, VSS）が急増している。VSS は戦後の欧州に起源を持ち、1990 年代以降は欧米
諸国を中心に急速に普及した。21 世紀に入ってからは、アジアや中南米の新興国でも VSS
が次第に広まってきている。ただし、新興国では市民社会の成熟が十分でなく、VSS の策
定と普及を推進する私企業や NGO のイニシアティブが十分には発揮されていない。新興国
における VSS の普及のためには、政府がその策定と普及を促す公私協働が重要である。し
かしながら、新興国における VSS の策定と普及を促す公私協働については、国際関係論で
もほとんど研究が行われておらず、その実態も知られていなかった。 
 
２．研究の目的 

 本研究は、持続可能性の達成に向けた社会的装置としての VSS が先進国のみならず新興

国でも策定されるようになってきている現状に注目する。そして、新興国における VSS の

策定と普及を促す公私協働の背景と実態を明らかにすること、そして、その結果を踏まえて、

新興国における VSS の普及に向けた公私協働の可能性と課題についての洞察を深めること

を目指した。 
 
３．研究の方法 
 新興国における VSS の策定と普及を促す公私協働の背景と実態を明らかにするため、ブ
ラジルを例として取り上げ、VSS の策定と普及のために関心のある私企業、NGO、公的機
関や専門家が集うナショナル・プラットフォームが形成されたことに焦点を当てた。関係者
へのヒヤリングを通じて、ナショナル・プラットフォーム形成の背景、ナショナル・プラッ
トフォームの制度設計、ナショナル・プラットフォーム形成への外部機関の関与、ナショナ
ル・プラットフォームの活動とその成果を実証的に調査した。そのため、2019 年にリオデ
ジャネイロで開催されたブラジル VSS ナショナル・プラットフォームの交流会合に参加し
た。また、プラットフォームの形成を支援した国連の持続可能性基準フォーラム（UNFSS）
のウェブサイトの調査及び関係者へのヒヤリングを行い、UNFSS によるナショナル・プラ
ットフォームの形成支援の方針とこれまでの実績を分析した。 
 
４．研究成果 

 本研究の第一の成果として、VSS の策定と利用を促す公私協働の実態を解明したこと

が挙げられる。VSS については、これらが盛んに策定されてきた欧州を中心に研究の蓄積

がある。しかし、VSS が私企業や NGO により策定されてきたことから、VSS の策定や普

及に当たって政府が関与し、公私協働が行われてきたことには研究の焦点が当てられてこ

なかった。本研究は、VSS の策定と普及における公私協働に焦点を当て、VSS の策定と普

及における公私協働の実態を明らかにしたことに学術的意義が認められる。VSS の策定と

普及における公私協働は、欧州の先進諸国においても、VSS の黎明期である 1980 年代から

見られた。政府は、VSS の策定に対する資金援助、VSS の公的な規制・基準への取込みな

ど、多様な態様で VSS の策定と普及を促してきた。本研究は、先進国における VSS の策定

と普及における公私協働の実態を明らかにしたことに第一の成果が認められる。 

本研究の第二の成果として、新興国における VSS の策定と普及における公私協働の実証

研究を行い、公私協働の必要性を明らかにするとともに、公私協働を進めるための方策を明

らかにしたことが挙げられる。VSS の策定と普及における公私協働の必要性は、新興国の

場合には一層高まる。それは、VSS の策定に関しても、その普及に関しても、私企業や NGO

の力量が不足しているためである。新興国の政府は、これを補うため、VSS の策定・普及

プロセスに積極的に関与することが必要となる。具体的な方策として、VSS をめぐって私

企業・NGO・公的機関や専門家が集うナショナル・プラットフォームを構築し、VSS の策



定と普及を促すことが有効である。 

本研究の第三の成果として、新興国における VSS の策定・普及における公私協働を活発

にするための具体的な方策を提言したことが挙げられる。新興国における VSS の策定と普

及、定着を促すため、国連の持続可能性基準フォーラム（UNFSS）は、新興国における VSS

の策定と普及のためのナショナル・プラットフォームの構築を支援してきた。その結果、中

国、インド、インドネシア、ブラジルなどで VSS の策定と普及のためのナショナル・プラ

ットフォームが構築されてきている。本研究は、ナショナル・プラットフォームの一例とし

て、ブラジルによる VSS ナショナル・プラットフォームを取り上げ、その構築に至る経緯

とこれまでの活動の内容を分析した。そして、2019 年にリオデジャネイロで開催されたブ

ラジル VSS ナショナル・プラットフォームの交流会合に参加し、新興国における VSS の策

定と普及を促すための方策について提言を発表した。 

本研究の第四の成果として、VSS に関する国際的な研究ネットワークの参加が挙げられ

る。国連の持続可能性基準フォーラムは、VSS に関する研究ネットワークの構築を図るた

め、2020 年に VSS 学術諮問委員会（VSS Academic Advisory Council）を結成した。研究

代表者は招聘され、同委員会に参加した。その後、リモートで開催された同委員会の会合に

出席するとともに、国連持続可能性基準フォーラムが刊行した第 5 回旗艦報告書に執筆し

た。 
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